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放射性廃棄物の発生

• 東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所（1F）では、
事故とその後の対応に伴い、多種・多量の放射性廃棄物が発生して
いる。

• 廃止措置等に向けた取り組みの進展に伴い、汚染物・廃棄物は継続
して発生し、保管されている。

廃棄物 分類 保管量
瓦礫類 固体廃棄物貯蔵庫 28,000 m3

覆土式一時保管施設、容器 (1–
30 mSv/h)

16,800 m3

シート養生 (0.1–1 mSv/h) 47,600 m3

屋外集積 (<0.1 mSv/h) 238,000 m3

伐採木 屋外集積（幹・根・枝・葉） 102,700 m3

一時保管槽（枝・葉） 37,300 m3

保護衣 屋外集積（容器） 29,600 m3

瓦礫類等の管理状況（8月31日）*1

種類 保管量
セシウム吸着装置使用済ベッセル 779基
第二セシウム吸着装置使用済ベッセル 254
第三セシウム吸着装置使用済ベッセル 13
多核種除去設備等保管容器 (HIC) 4,042
高性能多核種除去設備使用済ベッセル 91
多核種除去設備処理カラム 17
モバイル式処理装置等使用済ベッセル及
びフィルタ類

221

廃スラッジ 492 m3

水処理二次廃棄物の管理状況（9月1日）*1

*1東京電力ホールディングス株式会社, 瓦礫類・伐採木・使用済保護衣等の管理状況, 廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第106回）, 2022年9月29日.
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1F 廃棄物の特徴

1. 廃棄物の発生量
– 通常は放射性廃棄物にならないものが汚染されているため、全体の発生量が多い。

2. 放射線の強度（線量率）と量の関係
– 線量率の低い廃棄物が多いが、通常の原子炉廃止措置と比べると高い線量率の廃棄
物の割合が高い可能性がある。

3. 廃棄物の種類
– 事故により汚染したので、通常は廃棄物とならないものが含まれる。

4. 放射性核種の種類
– 運転中の核燃料が損傷したため、燃料の成分による汚染が主体である。

2

線量率 分類 保管量
≥30 mSv/h 固体廃棄物貯蔵庫 28,000 m3

1–30 mSv/h 覆土式一時保管施
設、容器

16,800 m3

0.1–1 mSv/h シート養生 47,600 m3

<0.1 mSv/h 屋外集積 238,000 m3

表1 1F 瓦礫類の線量率と量*1

*1東京電力ホールディングス株式会社, 瓦礫類・伐採木・使用済保護衣等の管理状況, 廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第106回）, 2022年9月29日.
*2 浜岡原子力発電所1,2号機廃止措置計画全体概要, 中部電力株式会社.

図1  通常の原子力発電所廃止措置での推定発生量 *2
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1F における放射性廃棄物の管理

廃棄物管理の流れ

廃棄物の発生

保管

安定化

保管

処理*

処分

1F の放射性廃棄物

• 汚染水の処理、使用済み燃料・燃料デブリの取り出しなど、
1F での廃炉の進展とともに廃棄物が発生している。

* 処理・処分検討の結果に応じて分類して廃棄体化・保管

• 一時的な保管であり、解消に向けて取り組まれている。

• 汚染水処理の水処理二次廃棄物の一部は、リスク低減のため
に脱水の処理が予定されている。

• 保管量を低減するために、可燃物を焼却処理している。
• コンクリートや金属の減容や再利用が進められている。
• 屋外で保管されている廃棄物を屋内収納が進められている。

• 固体廃棄物貯蔵庫等の増設が進められている。
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1F における放射性廃棄物に関する JAEA の役割

廃棄物管理の流れ

廃棄物の発生

保管

安定化

保管

処理*

処分

JAEA の役割

* 処理・処分検討の結果に応じて分類して廃棄体化・保管

JAEAは原子力専門家として
シェルパをめざす

• 将来行う廃棄物処分に備え、有望な技術を検討する。

• リスク低減のための脱水処理などを実施する上で必要な
データや知見を提供する。

• 将来行う廃棄物処理に備え、有望な技術を検討する。

保管

処理

処分

• これら技術検討のために必要な廃棄物の性状を調べ
る。

性状把握
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性状を把握すべきリスク源や廃棄物

• 主要なリスク源として性状を把握すべき、建屋内滞留水、濃縮廃液
スラリー、ゼオライト及び活性炭土嚢、ALPS スラリー及び吸着材
を分析した。

• 安定な保管等のリスク低減対策のための基礎データとして東京電力
に利用されている。
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*1原子力損害賠償・廃炉等支援機構, “東京電力ホールディングス(株)福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン 2022,” 2022年10月11日.

図 主要なリスク源とそのリスクレベル*1

分類 試料
瓦礫類 原子炉建屋等内のコンクリートなど *

原子炉建屋周辺のコンクリートなど
覆土式一時保管施設のコンクリートなど

汚染水 建屋滞留水（原子炉建屋、タービン建屋、集
中廃棄物処理建屋）の滞留水
処理設備（セシウム吸着装置、ALPSなど）の
工程水、処理水

水処理二次廃棄物 多核種除去設備スラリー・吸着材
除染装置スラッジ、土嚢ゼオライト など

可燃物 保護衣等焼却灰
土壌 土壌
植物 枝葉、落葉、表土

表 JAEA が分析した試料

*本報告して性状把握の状況を説明.



リスク源の性状把握︓ゼオライト・活性炭土嚢の例

• 建屋滞留水中の放射性物質を吸着した土嚢の回収に向けて、
土嚢に充填された吸着材（ゼオライト、活性炭）を分析した。

• 安全な回収方法検討のための基礎データとして利用されてい
る。
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ゼオライト試料

アルカリ融解

溶出液
蛍光Ｘ線

粉砕

残渣

放射能分析

ろ過

Cs粗分離

溶解液

図1 試料の外観

ゼオライト（11粒、
0.10 g、2.1 mSv/h）

活性炭（ 2.0 g, γ：
0.07 mSv/h, βγ：1.4

mSv/h） 図2ゼオライト
の分析フロー

図3ゼオライトの蛍光X線測定データ
（ゼオライトとクリノプチロライト
の比較、 Cs粗分離処理を模擬したも

の）

ゼオライト 活性炭
54Mn ND <0.0043%
60Co ND 0.087%
94Nb ND <0.0017%
134Cs 5.3% 2.9%
137Cs 87.8% 46.8%
152Eu ND <0.0026%
125Sb ND 0.068%
90Sr 6.9% 50.2%
238Pu ND 0.00014%
239Pu+240Pu ND 0.000045%
241Am 0.00000015% 0.00048%
244Cm ND 0.00016%

表1 土嚢中のゼオライトと活性炭
の放射性核種組成（採取日2020年2月

27日での補正値）
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*1東京電力ホールディングス株式会社, “HTIにおける地下階環境調査の結果について,”廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合／事務局会議（第91回）, 令和3年6月24日.



性状把握の進め方：分析を中心とした一連の流れ

• 廃棄物の性状把握は、分析に係る一連の工程（サンプリング
から分析、データベース化）により成る。

• 得られた分析データを用いて、廃棄物の放射能量を推定し、
処理、処分の検討に役立てる。
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分析

分析の計画

インベントリ推定手法の構築

処理や処分の検討

データベースの充実

サンプリング技術の開発 サンプリング

分析法の開発

中長期の計画

分析計画法の開発

分析データ 今後必要な情報
（フィードバック）

推定したインベントリ

図1 性状把握の流れ、成果の利用とフィードバック

茨城県施設での分析

福島第一での試料採取

図2 試料採取と分析の様子



分析手法の開発

• 従来確立されていなかった難分析核種の分析手法や、分析実績のな
い廃棄物の前処理手法を開発して、分析を進めている。

• 分析を効率化するため放射線測定に代える ICP-MS 分析技術、化
学分離操作の自動化など、さらなる技術開発に取り組んでいる。

*1研究施設等廃棄物に含まれる放射性核種の簡易・迅速分析法（分析指針）, 亀尾ら, JAEA-Technology 2009-051 (2009). 

：固相抽出剤

SR Disk

β・X線計測

β線スペクトロメトリ 質量分析（ICP-MS）

α線スペクトロメトリ
質量分析

（レーザー共鳴電離）

質量分析（AMS）
（ICP-MS）

γ線計測
60Co,137Cs
94Nb,108mAg,133Ba
152,154Eu,166mHo

129l

分離
精製

分離
精製

UTEVA
TRU･TEVA

232Th 238U 237Np
241,242m
243Am

238,239
240,242Pu

244Cm

41Ca

ろ過・再分解

分離
精製

14C
36Cl

3H 79Se 90Sr99Tc 59,63Ni

Sr Disk

Tc Disk Ni Resin

アルカリ溶融加熱 マイクロ波加熱分解酸浸漬加熱
蒸留

金 属 溶融固化体
濃縮廃液（スラッジ）

セメント固化体
焼却灰

図2 難測定核種 107Pd のために開
発した化学分離法図1  廃棄物に含まれる難測定核種の分析法
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図1 トップページ（英語版の例） 図2 データ検索の画面 図3 検索結果の表示
（表とプロットの例）

分析データの蓄積

• 放射性廃棄物は多種多様、多量であり、分析データを蓄積し、
これを関係者が利用する必要がある。

• 廃棄物の含有放射能量を中心に収録する分析データのデータ
ベース “FRAnDLi”を構築し、公開している。

9



放射性核種の移行挙動 –汚染水と沈殿物の分析

• 放射性核種が事故の際に移行した挙動を知ることは、汚染の推定や廃棄物
の処理方法を検討する上で重要である。

• 建屋滞留水等の汚染水中の粒子（スラッジ）を分級ろ過して、効果的なろ
過の条件を見出し、鉄を主成分とするα核種を含む粒子の分析データを得
た。

• α核種を含むスラッジを安全に除去するシステムの検討に利用されている。
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フィル
タ

粒子
(g) U-238 Pu-238 Am-241 Cs-137

10 μm 0.036 99.8% 99.97% 99.97% 25.8%
1 μm ND 0.014% 0.026% 0.022% 0.172%
0.1 μm ND 0.018% 0.0048% 0.0043% 0.050%

0.02 μm ND 0.11% <0.00026% <0.00075% 0.13%

ろ液 0.020% <0.00087% <0.00250% 73.8%

図1 3号機滞留水の分級操作

10 μm フィルタ

1 μm フィルタ

0.1 μm フィルタ

0.02 μm フィルタ
攪拌、混合

原試料

ろ液

ろ液

ろ液

ろ液

表1 3号機滞留水試料の含む固体への
核種の物質収支

*1 東京電力ホールディングス株式会社, “建屋滞留水処理等の進捗状況について,” 廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合／事務局会議（第100回）, 令和4年3月31日.
*2 Yomogida et al., “Analysis of particles containing alpha-emitters in stagnant water at torus room of Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Station’s Unit 2 reactor,” Scientific Reports, 12, 7191 

(2022). https://doi.org/10.1038/s41598-022-11334-1

図2 αトラック法により同定したα核
種を含む鉄粒子の例*2

*採取日 2021年7月13日に補正.



放射性核種の移行挙動 –瓦礫類

• 瓦礫などの廃棄物の分析データにより、放射性核種の濃度の
関係を調べ、核種の割合が系統的である知見を得た。
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図１ 1号機原子炉建屋及びタービン建屋内で採取された瓦礫への
核種の移行挙動（「輸送比」による整理）

図2原子炉建屋の内外で採取され
た瓦礫の 3H と 14C 輸送比の相関



合理的な性状把握⽅法の確⽴
• 廃棄物に含まれる放射性核種の量を推定するため、分析データと⼿法を組
み合わせて、評価値の不確かさの定量化、低減を検討している。

• また、少ない分析点数で適切な判断を導く⽅法論の開発を進め、1Fの分
析計画への適⽤を⽬指している。

• これらの新しい⼿法が性状把握に有効と考えられる。
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新施設の役割：廃棄物とALPS処理水の第三者分析

• 「放射性物質分析・研究施設第１棟」では、廃棄物の分析と
ともに ALPS処理水の第三者としての分析を行っていく。
– 処理水中のトリチウムの濃度とALPSで取り除いた放射性物
質の濃度を確かめる。

トリチウム濃度の分析
トリチウム以外の放射性核種
（137Cs、90Sr、99Tc 等）の分析

【測定】トリチウムの
β線を液体シンチ
レーションカウン
タ (LSC) で測定

【前処理】蒸留して測
定の妨害となる不
純物を除去

【前処理】「固相抽
出」(目的の核種を
樹脂に吸着）など
により対象核種を
分離

【測定】核種毎
に適した測定
装置に
より測定

LSC の例

Ge半導体検出器 ICP-MS

フード フード
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放射性物質分析・研究施設第１棟 14



1F における放射性廃棄物に関する JAEA の役割

廃棄物管理の流れ

廃棄物の発生

保管

安定化

保管

処理*

処分

JAEA の役割

* 処理・処分検討の結果に応じて分類して廃棄体化・保管

JAEAは原子力専門家として
シェルパをめざす

• 将来行う廃棄物処分に備え、有望な技術を検討する。

• リスク低減のための脱水処理などを実施する上で必要な
データや知見を提供する。

• 将来行う廃棄物処理に備え、有望な技術を検討する。

保管

処理

処分

• これら技術検討のために必要な廃棄物の性状を調べる。性状把握
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模擬スラリーにガンマ線を照射して再現した体積の変化
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給水管
ベント管

給水管
ベント管

排水管

排水管

ヒータ

ヒータ

内径89cm ゼオライト

容
器

高
さ

26
5c

m

(mol/mol)

MAX H2
concentration：
1.29%
（under the lower 
explosive limit）

(b) Molar fraction of H2

(K)

(a) Temperature

MAX temp. 
in zeolite
bed：153℃

Initial interface

Before irradiation 6 hours later 22 hours

Supernatant

44 hours

模擬スラリーとその物性の例

Slurry A B C D E 降伏応力

塔内の水素濃度の解析計算

実機を用いた試験装置（内部の水分、温度の挙動把握）

保管 –長期的な保管への備え

• 水処理二次廃棄物（ALPS スラリー、セシウム吸着塔）を安全に保
管する上で必要なデータ、知見を実験と解析により求め、東京電力
に提供している。

図1 ALPSスラリーの上澄みが保管容器から漏出した事象への対応 図2 セシウム吸着塔の水素安全への対応
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処理 –将来の技術選択のために

• 水処理二次廃棄物は、新たな固化プロセスの開発が必要であ
り、固化が可能な条件を設定するための基礎的なデータを収
集、蓄積している。

• 複数の候補技術から実用化の方法を選定するために必要な情
報を整理し、検討を進めている。
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図1 抽出した技術（左）と導出した配合
条件（右）

右上：CCIMにおけるゼオライトと炭酸塩スラリー混合溶融時の適用範囲
（赤囲部）
右下：炭酸塩スラリーのセメント（OPC）固化時の適用範囲（緑部）

処理分類 処理技術方式

高
温

低
温

ガラス 流下式 ジュール加熱（LFCM）

誘導加熱（AVM,AVH）

誘導加熱（CCIM）

In-Can式 ジュール加熱（GeoMelt）
外部加熱（Dem&Melt）

溶融 流下式 誘導加熱

プラズマ加熱

In-Can式 誘導加熱（ﾎｯﾄｸﾙｰｼﾌﾞﾙ）

誘導加熱（超高周波加熱）

焼結

成型

セメント イン/アウトドラム式

AAM

Sr Sn Cs Ce
OPC 8.7 14.7 7.1 -

M 14.3 10.1 8.8 12.3

LI
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図2 取得した特性データの例
上︓鉄共沈スラリーのセメント（OPC）とAAM固化体

の溶出特性（L値）
下︓鉄共沈スラリー固化体の水素発生特性（G値）

図3 整理した技術比較情報の一例
高温処理5種に対する、プロセス性能、運転・安全性、経済性、固化体特性情報

技術
LFCM

（ガラス固化 流下式）

GeoMelt

（ガラス固化 InCan式）

プラズマ加熱

（溶融固化 流下式）

誘導加熱（ホットクルーシブル）

（溶融固化 InCan式）

超高周波加熱

(溶融固化 InCan式)

対象水処理二次廃棄
物→ 固化体製品

炭酸塩スラリー

→ガラス固化体

ゼオライト＋炭酸塩/鉄共沈スラ

リー→ガラス固化体

炭酸塩スラリー

→溶融固化体（スラグ）

炭酸塩スラリー

→溶融固化体（スラグ）

炭酸塩スラリー→溶融固

化体（スラグ）

プ
ロ
セ
ス
性
能

処理温度 1100～1200℃ 1300℃（1150～1500℃） 1500～1600℃ ～1500℃ 1500～1650℃程度

処理速度 ～0.3t/h 0.18～0.32t/h 約0.2～0.3t/h（概算推定値） 約0.055～0.137t/h（概算推定値） 約0.07t/h（130L/8h）

Cs揮発率 Cs 1-10% 0.70～8.54%
実測値なし、Cs揮発率55％未満を担
保する運転条件は確立済(LLW)

実測値なし、Cs揮発率50％未満
を担保する運転条件は確立済
(LLW)

実測値なし、これまでのす
べての測定実績として10%
～70%

運
転
性・
安
全
性

プロセスリスク

容器損傷等による溶湯漏れ、内圧上昇、非均質な固化体生成など固化体不良、添加剤等の配合ミス、廃棄物搬送箇所の閉塞

出湯部の閉塞
コールドキャップ制御不能

コールドキャップ制御不能
出湯部の閉塞
ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾄｰﾁ冷却水漏れ

キャニスタ破損、高温溶湯の漏
れ

廃棄物固着による閉塞、
降下剤配合誤り、高温溶
湯の漏れ

保守内容と頻度

バグフィルタの交換（数年に1回）、HEPAフィルタの交換（約1回/年）、電気系、冷却水搬送系などの点検(半年に1回程度)

セラミックの交換、
溶融コンテナーが消耗品のためメ
ルターの保守負担は小さい

耐火物のチェック(バッチ毎)、吹付け
補修（1回/半年）、電極交換（陽極：1
回/150h、陰極：1回/4000h）、傾動装
置点検

炉内耐火物の交換 炉内耐火物の交換

経
済
性

主要加熱設備構
成

ガラスメルター、サンプリン
グ装置、出湯装置

ガラスメルター（黒鉛電極、容器）
プラズマトーチ・駆動設備、電源、冷
却系、制御系、出湯設備、サンプリン
グ装置

高周波電源
水冷コイル
加熱補助バーナー

誘導コイル、制御系、冷却
系、 固化体冷却設備、サ
ンプリング設備

消耗品 張替セラミック 容器（耐火物込み）、黒鉛電極
スラグ受け容器、HEPA・セラミックフ
ィルタ、ろ布、耐火材、電極、ｵﾌｶﾞｽ処
理系のNaOH等のｱﾙｶﾘ類

・オフガスフィルタ（定期交換）
・セラミックキャニスタ

耐火物容器、バグフィルタ、
HEPAフィルタ。

発生二次廃棄物
HEPAフィルタ、フィルタ残
滓、電極、張替セラミック

オフガス系フィルター類 交換した耐火物、フィルタ類 ・オフガス系フィルタ残渣等
バグ・HEPAフィルタ、
乾燥炉後段で凝縮した水
（0.2m3/日程度）

固
化
体

耐浸出性 ホウケイ酸ガラス固化体に同等で、耐浸出性は高い 主成分CaO、MgO、SiO2のスラグに同等と予測（1×10-7kg/m2/d（28d）以下（Cｓ、Sr）と予測）

他 強度、耐熱性などは問題ないとの見解が多い。水素G値は0



処分 –将来の技術選択のために

• 1F廃棄物に含まれる化学物質（海水成分など）が処分の安全に与え
る影響を評価している。
– 人工バリア材による核種収着への影響を定量的に評価する手法
を開発している。

– 化学物質の影響を考慮した収着低減係数を整備している。
• 過剰な安全側とならない合理的な処分概念の構築を目指す。
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図1 影響プロセスと核種収着への
影響メカニズムの整理例
（海水成分による影響）

図2 影響物質が核種収着に及ぼ
す影響評価の手法

廃棄物成分や共存物質等の影響物質の種類と量
(有機物,ホウ酸,塩分,セメント,…等)

レファレンス条件
(バリア材,間隙水化学)

レファレンスKd
＋不確実性

A) 直接影響の評価手法：

影響物質成分と核種との錯形成
等による溶解度上昇，収着低減
等の直接的な影響

B) 間接影響の評価手法：

影響物質によるTHMC変化（特に
化学）によるバリア材や間隙水
の化学的条件の変化

A+B) 直接＋間接影響：
AとBの評価の組合せによる双方の影響の考慮

Kd＋不確実性Kd＋不確実性

pH, 塩濃度等の環境条件
の影響評価手法

【条件変換手法，
収着モデル】

影響が生じる閾値
＋

収着低減係数
【手法①,②,③】

手法①：溶解度上昇等の影響
データからの収着低減係数の設
定
溶解度や錯形成に関する半定量
的かつ限定的な情報が得られる
状況において有効

手法②：熱力学データによる錯
形成の定量情報に基づく収着低
減係数設定
錯形成の定量的な評価が可能な
状況において有効

手法③：影響物質共存下での収
着データに基づく収着低減係数
の設定
最も信頼性の高い評価手法であ
り、最終的にはこの手法での設
定が目標

影響物質

収着挙動への影響

液相pH変化

影響物質の溶解

固相表面収着
エッジ量変化

固相溶解・
二次鉱物生成

間隙水中の影響
物質濃度の上昇

① 陽/陰イオン交換サイト
などの収着サイトへの収着
競合による分配係数低減

核種スペシエーション
変化

③表面収着エッジへの収着
量の変化による分配係数の

低減もしくは増加

陽/陰イオン交
換容量変化

核種-影響物質の
錯体濃度変化

核種-OH, -CO3錯
体濃度変化

② 核種-影響物質の錯体形
成に伴う、液相中核種-影響
物質錯体の濃度上昇による
分配係数の低減(+核種-影響
物質錯体の固相への収着が
ある場合は低減量が減少)

核種の収着への影響メカニズム影響プロセス

収着サイト
状態変化

⑤陽/陰イオン交換サイト
量の変化による分配係数の

減少もしくは増加

⑥表面収着エッジ量の変化
による分配係数の低減もし

くは増加

核種原子価・スペ
シエーション変化

④ 液相中の核種化学形の変
化により、分配係数が低減

もしくは増加
液相酸化還元
電位変化

液相・固相の状態変化

直接影響※

間接影響※

海水成分
Cl-, Na+, Mg2+, 
Ca2+, K+, SO4

2-, 
HCO3

-など

※セメント系材料及びベントナイト系材料

pH領域

影響物質
State I State II State IIIa State IIIb

無し 0.1 0.03 0.1 0.1

ISA～0.021M 0.01 1.6×10-3 0.01 0.01

ホウ酸～0.4M 0.025 7.5×10-3 0.025 0.025

ホウ酸～0.04M 0.1 0.03 0.1 0.1

海水～0.6M 0.017 5×10-2 0.017 0.017

海水～6M 1.7×10-3 5×10-4 1.7×10-3 1.7×10-3

図3 影響物質に対するバリア材への
収着低減効果の整理例

上：直接的影響による各元素群ごとの収着低減係数
下：間接的影響を含む収着低減係数（セメント材に対する

Sr）



まとめ

 放射性廃棄物の保管､処理､処分方法の確立に向け､性状把握を進
めつつ、技術開発に取り組んでいる。

 瓦礫や水処理二次廃棄物などの主要なリスク源とされる種々の廃棄
物の分析を行い、その性状を明らかにするとともに、分析手法やインベ
ントリ推定などの手法を開発してきた。
放射性物質分析・研究施設第１棟を活用し、分析をさらに
推進していく。

 性状把握で得られた廃棄物の情報を提供し、保管は喫緊の課題、ま
た、処理と処分は将来の技術選定に資するために、それぞれで活用さ
れている。

 今後も、1Fでのニーズ、中長期的な開発目標の達成に向けて取り組
んでいく。

 また、ALPS処理水の第三者分析に向けた準備を進め、信頼性の高
い分析結果を提供する。
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